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      ※「メディア／イベントプレイバック」は今回、休載いたします。
    


    
      

      ※津田大介が7月30日から2週間ほど入院する関係で、「140字で答えるQ&A」への質問募集を一時停止いたします。募集再開は8月13日からとさせていただきます。
    

    


    
      【重要】現在、本メルマガでは読者アンケートを行っています。いただいたご回答は、サービス改善に役立ててまいります。所要時間は2分ほどです。本アンケートに回答してくださった方全員に、津田メルマガ次号vol.41（8/8配信予定）の記事がすべて読める有料版をプレゼントいたします（ご希望の方は最後にメールアドレスをご記入ください）。どうぞご協力よろしくお願いいたします。
    


    
      http://bit.ly/Ob8OeG

    

    

  


  今週のニュースピックアップ


  


  津田大介が今気になっているニュースを毎週1つピックアップし、解説します。〔毎号配信〕


  


  ◆三才ブックス逮捕　DVDの複製は違法なのか？


  この7月17日、出版社「三才ブックス」[*1] の常務取締役ほか社員4名が警視庁サイバー犯罪対策課により逮捕され、書類送検されたことがわかりました。容疑は不正競争防止法違反。今年2〜4月、同社が自社サイトを通じて『ものすごくわかりやすいDVDコピー2012』という定価1050円のムックを2名に販売したとの容疑によるものです。[*2] このムックには「リッピングソフト」がCD-ROMが付属していたため、問題になったのだといいます。これは具体的に何を行うソフトなのでしょう？


  津田：「リッピングソフト」とは、DVDなどにかけられた複製防止技術を解除し、データを取り出せるようにするソフトです。市販のDVDはコンテンツ保護のため、2つの技術を使っているんですね。それが「コピーコントロール」と「アクセスコントロール」です。「コピーコントロール」とは文字どおり、複製を防いだり、複製回数を制御したりする技術のこと。それに対して「アクセスコントロール」とは、視聴を防いだり、視聴できる回数を制御したりする技術を指します。コピーコントロールはともかく、アクセスコントロールはどんな技術かイメージしづらいかもしれません。たとえば衛星放送の「WOWOW」を思い出してみてください。WOWOWの電波は日本の主要地域ならばどこでも飛んでいます。けれど、契約済みのB-CASカードをテレビに入れないと、番組を観ることはできませんよね。iPodのような音楽プレイヤーやNintendo DSのようなゲーム機でも、こうしたアクセスコントロール技術が用いられています。これはDVDでも同じで、コンテンツに「CSS（Content Scramble System）」と呼ばれる暗号をかけ、対応したプレイヤーやソフトでないと再生できないようにしているんですね。リッピングソフトとは、DVDにかけられたこのアクセスコントロールを外し、中に収められたデータを取り出せるようにするものです。


  市販のDVDにかかっているアクセスコントロール技術を外し、データを取り出せるようにするこうしたリッピングソフトが悪用されれば、不正に映画などのコンテンツを複製した海賊版DVDが出回ってもおかしくないですよね。


  津田：そうですね。場合によっては、映像製作を行っている会社が大きな打撃を受けることにもなりかねません。ですから、事業者間の不正な競争などを取り締まる「不正競争防止法」[*3] という法律では、「コピーコントロール」も「アクセスコントロール」もコンテンツを保護する「技術的制限手段」として認められていて、これを破るような機器・装置を提供する行為は法律違反となるんですね。ただ、今までは具体的な罰則が設けられていなかったんです。なぜか。不正競争防止法とは、あくまでも「公益」ではなく「私益」事業者の信用と経済的利益の保護を目的とした法律だからです。仮に何か起こったとしたら、先方を訴えて民事訴訟で争うべきだ、ということですね。ところが2011年12月の不正競争防止法改正 [*4] で、技術的制限手段を破るような機器・装置の提供行為が刑事罰の対象となりました。[*5] 三才ブックスの逮捕は、この改正を受けてのことです。


  今までは刑事罰の対象ではなかったのに、それが変わったと。何をきっかけにそうなったのでしょう？


  津田：三才ブックスが作っていたような「DVDが簡単にコピーできます」といった触れ込みのCD-ROM付きムックは、10年くらい前からずっとあるんですよね。しかも本屋だけでなく、コンビニにも置かれていて、誰もが気軽に手に取れる状態でした。リッピングソフトを使えば、簡単に映像データがパソコンに取り込めてしまう。さらには、その方法を指南する本にソフトがCD-ROMで添付されている。映像業界からすれば、これは苦々しい状況だったわけです。このような状況があっても、改正前の不正競争防止法では、民事で争うしかありませんでした。けれど、こういうムックを出している出版社を相手取って、いちいち差止請求や損害賠償請求を行っていたら、いくら時間があっても足りません。だから刑事罰をつけたいそこで日本映像ソフト協会 [*6] をはじめとする権利者団体が立ち上がり、必死にロビー活動を行ってきたわけです。実はほぼ時期を同じくして、ゲーム業界でも市販ゲームのアクセスコントロールを外してコピーを行ったり、海賊版ゲームで遊んだりできる「マジコン」という機器が問題になっており、権利者団体が規制を求めて動いていました。こうした背景があって、「技術的制限手段」を無効にする装置つまりリッピングソフトやマジコンのようなものを提供した場合、刑事罰が適用されるようになったのです。


  三才ブックスの例は不正競争防止法の改正後、初の逮捕なのでしょうか？


  津田：マジコンによる逮捕例は2012年5月30日にすでに出ていますが、[*7] リッピングソフトでは初めてですね。ただ日本映像ソフト協会ら権利者団体も、いきなり法的手段に訴えたわけではないようです。彼らは不正競争防止法の改正が決まった昨年9月、出版・流通関連団体や消費者団体、販売店団体など23組織に要請文を送り、「技術的制限手段を回避するプログラムや装置の提供が刑事罰化されたと周知してほしい」と呼びかけています。[*8] また報道によると、彼らは今回問題になったムック本が発売された昨年12月以降、三才ブックスに対して販売差し止めなどを求める通知文を2回出したということです。[*9] しかし同社は問題のムックの販売を続け、全国の書店などに合計1万8500冊を出荷しました。逮捕された同社社員は「違法とはわかっていたが、会社の利益のためにやった」として、全員が容疑を認めているということです。


  つまり「逮捕されるべくして逮捕された」と。見せしめ的な意味合いもあったのかもしれませんね。


  津田：そうですね。雑誌にクレームをつけるとしたら、権利者団体側も、慎重にならなければいけないん部分が出てくるんですよ。出版活動そのものに口をはさむとなると、憲法で定められた「表現の自由」に抵触するおそれが出てきますから。そういうこともあって文句をつけるのが難しかった。そんな状況があるからこそ、こういう本の存在が今まで黙認されてきたわけですね。ただ、今回問題になった三才ブックスは「売れるから」という理由で、違法と合法のすれすれの行為を指南する出版物を1980年代くらいから出し続けているんですよね。出版物は規制されにくいそれがよくわかったうえでビジネスを行ってきたのでしょう。でも、去年12月の不正競争防止法改正に関しては、なぜか鈍かった。仮に今回のムックがリッピングソフトのダウンロードURLを誌面に掲載しているだけで、CD-ROMが付いていなかったら、不正競争防止法には触れず、逮捕まではいかなかったと思います。権利者団体にしてみれば「長年の念願かなって、ようやく出版物に対して権利行使できた」、そんなところでしょう。


  リッピングソフトを提供する側に刑事罰が科されるようになったことはわかりました。逆にこれらのソフトを使う側ユーザー側は罪に問われないのか気になります。


  津田：うん、ここが難しいところなんですよね。不正競争防止法は、あくまで事業者間の不正行為を取り締まる法律です。ユーザー側にかかわってくるのは、著作物の権利を保護する「著作権法」です。この法律では、コピーコントロールのみを「技術的保護手段」と認めていて、現時点ではアクセスコントロールはその対象になっていないんですね。これはなぜか。先ほども説明したとおり、「アクセスコントロール」とは、コンテンツへのアクセスを制御する技術です。仮に著作権法で「アクセスコントロール」を認めた場合、「著作権者が許可しないかぎり、著作物を手に入れることすらできない」ということになってしまいます。もうちょっと具体的に言うと、著作物というのは本来見る行為、つまり人間が知覚して初めて価値が出てくるものですよね。本来はユーザーが知覚した時点で権利交渉すればいいんですが、人間にチップでも埋め込まない限りそれは不可能。なので、現実の運用としては成果物（コンテンツ）においてコントロールしようというのが著作権法の基本的な考え方なんです。アクセスコントロール技術は人間が知覚する以前の段階でプロテクトをかけるということで、ここの部分に著作権者の権利を付与してしまうと、極端な話、買った本を電車で読んでいて隣の人がひょいと本を覗くことに対しても、著作権者にいちいち許可を得なければならなくなるわけですね。ちょっと考えてみても、そんなのおかしい話です。だから、アクセスコントロール導入の議論は今までもあったものの、慎重論が優勢でした。つまり、現行の著作権法では、DVDのアクセスコントロール外しはOK。加えて、ユーザーが自分で使う目的で複製するのであれば、著作権法第30条で認められた「私的使用のための複製」に該当するため、罪に問われないというわけです。個人がDVDを借りてきてリッピングし、コピーするという行為自体、現行の著作権法では合法なんですよ。


  もしかして、これが今後違法になることもあり得るのでしょうか？


  津田：実は、すでに違法化されることが決まっています。2012年6月20日、違法ダウンロード刑事罰化を含む著作権法改正が可決・成立して話題になりましたよね。この時、実は同時に「DVDリッピング違法化」も決まったんです。[*10] 「CSS」をはじめとするアクセスコントロール技術が著作権法の対象となり、これを外してDVDを複製する行為には刑事罰こそつかないものの、違法になったんですね。したがって今年10月1日の改正著作権法施行後は、個人で視聴するために借りてきたDVDをリッピングした場合、権利者が民事訴訟を起こせるようになります。


  ユーザーによる「個人使用のためのリッピング」にも法の網がかかってくるんですね。


  津田：リッピングソフトを使うユーザーは、基本的にはレンタルで借りたDVDを、後で自由な時間に観たいというニーズを強くもっていると考えられますよね。権利者団体としては、レンタルDVDが簡単にコピーできなくなったら、みんなDVDを買ってくれるだろうという希望的観測を抱いているのではないでしょうか。DVDの売り上げは、確かに毎年落ち込んでいっています。[*11] けれど仮に「リッピングソフトのせいでDVDが売れないんだ」と彼らが本気で思っているとしたら、「レンタルCDのせいでCDが売れなくなった」と嘆く音楽業界とまったく同じ理屈ですよね。DVDが売れなくなったのはブルーレイにメディアシフトしたこと、オンラインDVDレンタルなどが普及したこと、ニコニコ動画やYouTubeで事足りるユーザーが増えたこと、ソーシャルゲームなど娯楽が多様化していったことなど、複合的な要因があり、単にリッピングを禁止したから売上が増えるなんてことはないでしょうし、むしろ適法に購入したDVDをiPadなどに移して楽しんでいる人たちをDVDから遠ざける結果をもたらすでしょうね。


  それは「リッピングソフトには一定の存在意義がある」ということでしょうか？


  津田：リッピングソフトを使うユーザーの中には、100％合法な人たちもいます。今は僕らを取り巻くデバイスが多様になっているじゃないですか。「自分で買ったDVDをiPadに入れておいて、好きな時に観たい」「ノートパソコン用の外付けDVD-ROMドライブを持ち歩くのが面倒くさいから、DVDをデータ化しておきたい」こんなニーズも多くの人がおそらく持っているでしょう。われわれはDVDを通じ、「盤」ではなくて「中身」を買っている。ユーザーからすれば「好きなデバイスでコンテンツを楽しませてよ」って思いますよね。仮にDVDというメディアを再生する機器がなくなってしまったら、盤の中身はどうするの？ って話だし。自民党の世耕弘成議員も2011年2月18日、自身のブログで次のように言っていました。「自分で購入したDVDをリッピングしてiPadの中に入れて、移動中に視聴するという行為は社会通念上違法とは思えない（略）。PCのハードディスク等に落として、視聴できるようにしておくという権利も購入者には当然あるはずである」[*12] と。


  つまり、今回の著作権法改正によるリッピング違法化で、「好きなデバイスでコンテンツを楽しみたい」というユーザーにとって当然の権利さえ否定されてしまった、と。


  津田：もちろん「ユーザーにはアクセスコントロールを外してほしくない」という権利者団体の要望には、正当性もあるんですよ。たとえば音楽って繰り返し聴くのが当たり前のコンテンツじゃないですか。それに対して、DVDで提供されている映画のようなコンテンツには、1回観れば十分というものも多いわけですね。ですから「リッピングされた映像がファイル共有ソフトや動画サイトに載って、誰もが視聴できる状態になったら大変だ」と権利者がナーバスになるのは仕方がない。iTunes Storeでは映画のレンタルを行っているけれど、あれにだって申し込みから30日間以内は視聴可能、でも1回再生したら48時間で観られなくなる、というアクセスコントロールがかかっています。音楽ではDRMフリーを推進したAppleが、映像については比較的厳しいDRMをかけているわけです。これは象徴的な話ですね。


  権利者団体もユーザーも幸せになる道はないのでしょうか？


  津田：ユーザーが好きな時、好きなデバイスで、好きな映像が観られるそういう環境を権利者団体が整えられればいいですよね。たとえばアメリカでは、スマホやタブレット、パソコンなどのデバイスで好きなドラマや映画が観放題という「Hulu」[*13] のような月額制サービスが一般に普及しています。Huluは2011年8月末、日本でもサービスを開始しました。しかしコンテンツの種類・数ともまだ本国には及ばない状態です。本当は著作権を強化する前に、ユーザーのニーズに応じて映像が楽しめるサービスが用意されていればよかったんですけど。受け皿も用意せず、規制ばかり強化するとなれば、映像産業だって先細りしていって、本末転倒な結果になりかねませんよね。


  三才ブックスの事件に戻りましょう。今回問題になったようなCD-ROM付きの本や雑誌は、今後は減っていく可能性が高いですよね。


  津田：これで一つ実例ができたわけですから、尻込みする出版社は増えていくとは思います。三才ブックスをはじめとするアングラ系出版社からは、DVDのリッピングだけでなく、違法ダウンロードやマジコン系のソフトをCD-ROMで添付した類書がたくさん出ています。こうしたソフトは、ダウンロードURLを誌面で紹介してネットから落としてもらうこともできます。だけど、最初から付録でついていたほうがいいに決まっています。仮にこの手の本や雑誌がCD-ROMなしで出版されるようになったら、売上にもだいぶ影響が出てくるでしょう。僕も昔、こういうアングラ雑誌でライターをやっていたこともあるので、複雑な思いはありますね。


  DVDの売上はそれによって改善するでしょうか？


  津田：どうでしょうね。何とも言えないところです。ただ、これでDVDの売上に改善が見られなかったとしたら、今度はリッピングソフトのダウンロード


  URLを誌面で紹介すること自体、法律で規制されかねません。実際、これについても権利者団体から長年要望が出ているんですよ。今回三才ブックスはCD-ROMが添付されていたことで摘発を受けてしまいましたが、CD-ROMが付いてない雑誌についても2009年10月に権利者団体は連名でURLなどの情報掲載自粛を求めた要請文を送っています。[*14] 要請してもこうした出版物が減らず、CD-ROM添付雑誌を摘発しても状況が変わらないとなれば、次は情報掲載そのものを違法にすべくロビーしていくというのは、これまでの流れからも明らかです。実際に審議会の現場ではそうした議論が始まっています。今年6月7日に始まった文化審議会著作権分科会法制問題小委員会 [*15] では、著作権法違反の幇助（ほうじょ）「間接侵害」をめぐる議論が行われています。その中で「リーチサイト」と呼ばれるウェブサイトが話題に上がっているんですね。「リーチサイト」とは、著作権侵害コンテンツへのリンクを集めたリンク集のこと。つまり、「違法コンテンツにリンクする」という行為に対し、法的な責任を負わせるかどうか、そこが論点になっているわけです。仮にリーチサイトが間接侵害にあたるとされたら、そこを起点に法律の適用範囲が広げられていき、ハイパーリンクによって成り立っているインターネット世界の秩序が大きく変わっていくことにもなりかねません。三才ブックスには多少軽率なところがあったとは思うけど、「あの出版社ならしょうがないよね」と見過ごすのではなく、これによって起きる権利者団体の次のアクションに注目していかないといけないですよね。このメルマガでも文化審議会著作権分科会法制問題小委員会をはじめとする審議会の内容を今までにもレポートしている [*16] し、これからも追いかけていく予定です。ぜひ注目していてください。


  



  [*1] http://www.sansaibooks.co.jp/


  [*2] http://www.tokyo-np.co.jp/article/national/news/CK2012071702000209.html


  http://mainichi.jp/select/news/20120718k0000m040101000c.htm


  http://www.sponichi.co.jp/society/news/2012/07/17/kiji/K20120717003698750.html


  [*3] http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H05/H05HO047.html


  [*4] http://www.meti.go.jp/press/2011/09/20110913002/20110913002-3.pdf


  [*5] http://astand.asahi.com/magazine/judiciary/outlook/2011073000003.html


  [*6] http://www.jva-net.or.jp/index.html


  [*7] http://www.itmedia.co.jp/news/articles/1205/30/news085.html


  http://www.famitsu.com/news/201205/30015446.html


  [*8] http://www.jva-net.or.jp/news/news_120717/120717.pdf


  [*9] http://www.tokyo-np.co.jp/article/national/news/CK2012071702000209.html


  [*10] http://internet.watch.impress.co.jp/docs/news/20120620_541251.html


  http://www.nikkei.com/article/DGXNASFK2102W_R20C12A6000000/


  [*11] http://www.jva-net.or.jp/report/videomarket_1.pdf


  [*12] http://blog.goo.ne.jp/newseko/e/4091fcec40bd35772089ab9f7e93f6ff


  [*13] http://www.hulu.com/


  [*14] http://www2.accsjp.or.jp/activities/2009/news93.php


  [*15] http://www.bunka.go.jp/chosakuken/singikai/housei/


  [*16] 本メルマガvol.36、vol.38の「今週の審議会・委員会」に文化審議会著作権分科会法制問題小委員会のレポートが載っている。


  vol.36：http://yakan-hiko.com/BN495


  vol.38：http://yakan-hiko.com/BN591


  ネットメディアを作ろう《第4回》


  


  「政策にフォーカスした政治のネットメディア」とはどのようなものなのか。また、それを一から立ち上げ、マネタイズしていくまでの長い道のりを、リアルタイムにレポートしていきます。〔不定期配信〕


  


  ※こちらのコンテンツは有料版（ http://www.neo-logue.com/mailmag/index.html ）に掲載されています。



  新連載「データジャーナリズムが切り開くジャーナリズムの未来」


  


  日本ではそれほど馴染みがないかもしれませんが、海外では「データジャーナリズム」という新しいジャーナリズムのかたちが広まりつつあります。さまざまなデータをマッシュアップし、よりわかりやすく魅力的に可視化するデータジャーナリズムは、これからのジャーナリズムを考えるうえで欠かせないものになっていくでしょう。このコーナーでは、そのデータジャーナリズムの話題や重要な動きなどを不定期で紹介していきます。〔不定期配信〕



  組織や媒体の枠を超えて日本のジャーナリストの裾野を広げ、レベルを高めることを目標に掲げる日本ジャーナリスト教育センター（JCEJ）[*1] が、2012年3月3日、「ジャーナリスト・エデュケーション・フォーラム2012」[*2] というフォーラムを開催しました。今回は、そのフォーラムの「データジャーナリズム」セッションに登壇した駿河台大学経済学部専任講師・八田真行さんの講演のもようを再編集してお届けします。八田さんの講演は、海外でのデータジャーナリズムの事例を知りつつ、データジャーナリズムとはどういったものかを理解するのに最適だと思い、掲載をお願いしました。八田さんは僕が代表理事を務めるインターネットユーザー協会（MIAU）の発起人・幹事会員でもあります。脚注のリンクから、データジャーナリズムがどのように実践されているかを理解できるようになっています。実際にアクセスしてみて、データジャーナリズムを体験してみてください。（スマートフォンやタブレットでは、データジャーナリズムの例として挙げた一部のサイトで、読み込みが遅かったり、挙動がおかしかったり、うまく動作しない場合があります。その場合は、PCでアクセスしてみてください。）

  


  ※こちらのコンテンツは有料版（http://www.neo-logue.com/mailmag/index.html）に掲載されています。



  津田大介クロニクル


  


  僕が過去に書いた原稿の中から、今読み返してみると面白そうなものを選んで掲載します。雑誌ライター時代のものから、IT・音楽ジャーナリストとして活動を始めた頃の原稿まで、書かれた時代背景を思い出しながらお楽しみいただければ幸いです。〔不定期配信〕


  今週も違法ダウンロード刑事罰化やリッピング違法化に関連する話題になります。2005年から2006年にかけて起きた「行き過ぎた著作権侵害対策でとんでもないしっぺ返しを食らう」事件がテーマです。米国の音楽業界とインターネット業界を揺るがした大事件果たして結末はどうなったのか。事件を追ったレポート記事をお読みください。

  


  ◆Sony BMGコピー防止機能付き音楽CDが招いた大問題　トロイの木馬などを誘発する「rootkit」でパソコンセキュリティの低下を招き、世界レベルの訴訟へ（「nikkei BPnet SAFETY JAPAN」2006年1月31日記事より）


  毎年年始に米国ネバダ州ラスベガスで行われる世界最大の家電見本市「International CES（Consumer Electronics Show）」。今年の初日の基調講演はソニーのハワード・ストリンガー会長兼CEOだった。同社初の外国人トップの講演ということで注目されていたが、講演の冒頭、本題に入る前の枕の話として、ストリンガー会長は「我が社はSony BMGの件で消費者からひどい懲罰を受けることとなった」と発言し、[*1] 聴衆の関心を集めた。


  「Sony BMGの件」とは、昨年末、欧米でソニーの子会社であるレコード会社Sony BMGに対して頻発している一連の訴訟問題のことを指す。総合家電企業であると同時に世界有数のエンターテイメント企業としての顔を持つソニーがなぜ、音楽事業でこのようなトラブルを起こしたのか。ソニー本体をも揺るがす大問題となった「懲罰」に至る過程と、その背後にあったSony BMGの思惑を解説しよう。

  


  2005年10月31日、米国の著名なプログラマーであり、ライターとして複数の書籍も執筆しているMark Russinovich氏が、自身のブログで「Sony BMGがリリースしている音楽CDに付属しているコピー防止技術『XCP』[*2] が、ウイルスなどの一種である『rootkit』に類似した技術を用いている」と指摘した。[*3] これがすべての始まりだった。


  その翌日、フィンランドのセキュリティ・ベンダーであるF-Secure社も、自社のブログ上でXCPによるrootkitの不正インストールを確認し、事実関係を公表した。[*4] この情報は瞬く間にネットを通じて世界中に広まり、その2カ月後には全世界を巻き込んだ訴訟問題へと発展することとなる。


  「rootkit」とは一体何か？　一般的にコンピュータに対して不正侵入やデータの破壊などを行うクラッカーが侵入した証拠を隠すため、OSそのものを改ざんし、再度侵入しやすくする“裏口”（バックドア）を作るソフトのことを指す。[*5]


  Mark Russinovich氏とF-Secure社は、rootkitがSony BMGが発売したコピー防止機能付き音楽CD（海外では「Copy Protected CD」、日本では「コピーコントロールCD（CCCD）」と呼ばれることが多い。以下では「CCCD」として統一して使う）内に密かに隠されており、「ユーザーがパソコンにXCPのCCCDを挿入して、専用プレーヤーソフトをインストールすると、知らない内にrootkitがインストールされる」という事実を解析したのだ。[*6]


  



  ■rootkitのインストールによってセキュリティホールができる


  具体的な挙動はこうだ。


  まず、買ってきたSony BMGのCCCDをパソコンのドライブに挿入すると、まず専用のプレーヤーソフトのインストール画面が現れる。インストール画面の最初には、エンドユーザー向けのライセンス合意書が表示され、これに同意すると、XCP技術に基づいた専用プレーヤーソフトがインストールされる。インストールが完了すると、rootkitがインストールされ、OS（Windows）が書き換えられてしまうのだ。


  前述したように、rootkitとは外部からコンピュータに再度侵入しやすくするためのバックドアを作るものだ。つまり、XCPの専用プレーヤーソフト（これがすなわちrootkitである）がパソコンにインストールされることで、パソコンに外部から侵入できるセキュリティホールが空けられてしまうという結果をもたらしたのである。[*7]


  この指摘を受け、Sony BMGは11月2日、問題のコンポーネントを削除するアップデートプログラムをリリースした。しかし、この2日後、またもRussinovich氏のブログで、「このアップデートプログラムをインストールすると、最悪の場合、パソコンがクラッシュする可能性がある」と指摘された。[*8]


  問題はこれだけにとどまらなかった。


  



  ■楽曲データとIPアドレスが利用者の合意なしにSony BMGのサーバーに送信


  Russinovich氏は、同日のブログでインストールされたXCPの専用プレーヤーが、現在再生している楽曲のデータとIPアドレスをSony BMGのサーバーに送信していることが明らかにしたのだ。この指摘を受けたSony BMGは、「楽曲の歌詞や、ジャケット画像、広告などを適切に表示するためにその情報を利用しているだけだ」などと弁解したが、実態としてデータがどのように使われているかは全くのブラックボックスのままで明らかにしなかった。


  仮にSony BMGのいう通りだとしても、こうした「情報」がSony BMGのサーバーに送信されることは、CCCD挿入時に現れるエンドユーザーライセンス合意書には明記されていなかった。個人のプライバシー保護という観点から問題があることは明白であるし、もし悪意をもってSony BMGがこうしたデータを利用していたのなら、最悪の場合、パソコンを使って音楽を聴いている人がレコード会社から常に「何を聴いているのか」ということを監視されるということにもなりかねない。実際にはそうしたことをしていないにしても、そのようなことが「可能になる」プログラムをユーザーに隠れてインストールさせていたということが重要な問題である。


  重大なセキュリティホールの問題に加え、個人情報漏えいが懸念される中、F-Secure社以外の各セキュリティーベンダーも、XCP問題への対処を開始した。11月8日には大手セキュリティベンダーのSymantec社がXCPを「セキュリティリスク」として公表。10日にはMcAfee社がXCPへの対処方法を自社サイトに掲載した。


  また、11月9日には米国のElectronic Frontier Foundation（EFF：電子フロンティア財団。1990年に設立されたIT化が進んだ社会において市民の自由を守るためのNPO）がいち早く市場に出回っている「XCP入り」のCCCDの19タイトルを発表。同時に「Sony BMGの行為はユーザーの財産権を軽視し、セキュリティ上の脅威にさらすものだ」と強く批判した。[*9]


  



  ■専用プレーヤーのMP3再生コンポーネントにオープンソースソフトの無断流用が発覚


  シリコンバレーを中心にSony BMGへの批判は日増しに強くなっていったが、当のSony BMGのセキュリティリスク意識は非常に低いものだった。[*10] 象徴的なのは、この問題の発覚後、National Public Radio（NPR）の取材に応じたSony BMGのグローバルデジタルビジネス担当社長であるThomas Hesse氏の発言だ。Hesse氏は「ほとんどの人はrootkitとは何かを知らないのだから、気に掛けたりしない」と語り、XCPがあくまで音楽CDを不正なコピーから守るために開発されたものだということを強調した。


  しかし、現実面で様々な問題を抱えており、リリースしたアップデートプログラムも正常に動作しない状況の中、Hesse氏がこうした発言をしたことで、Sony BMGに対する米メディアやシリコンバレーからの風当たりはいっそう強いものとなる。このあたりの対処は、企業のリスク管理として非常に甘かったと言わざるを得ないだろう。


  そして11月10日前後、Sony BMGにとって都合の悪いことが立て続けに発覚する。1つは、オープンソースソフトウエアである「LAME」のソースコードの無断流用問題だ。XCPの専用プレーヤーのMP3再生コンポーネントに、オープンソースのMP3エンコーダーのコンポーネントを無断で流用している部分が発見されたのだ。[*12] LAME自体は「LGPL」というオープンソースソフトウエアのライセンス体系に則っており、専用プレーヤー（.exeファイル）内にLAMEのソースを含む場合、全体のソースの公開義務およびLGPLの継承義務が発生する。[*13] コンテンツ（楽曲）の著作権を保護する名目で開発されたXCPが、オープンソースソフトウエアのライセンス体系を“無視”する形で流用したわけだ。この点で企業倫理を責められても仕方ないだろう。


  



  ■セキュリティホールを狙い打ちする「トロイの木馬」が問題発覚10日後に登場


  もう1つは、10日午前にXCPが多くのパソコンに空けてしまったセキュリティホールを狙い打ちする「トロイの木馬」（ウイルス）が確認されたということだ。このトロイの木馬に感染したパソコンは、外部から操作可能になるという強力なもの。当初確認されたトロイの木馬は正常に動作しなかったそうだが、その後、様々な亜種が登場したという。rootkit問題の発覚からわずか10日で、セキュリティホールは「現実の脅威」となったのである。


  また同時期に、セキュリティ総合ベンダーである米Computer Associates社は、パソコンにXCPがインストールされた状態になると、コピー防止機能が埋め込まれていない通常の音楽CDをiTunesなどの音楽管理ソフトを使ってリッピングしたときに擬似的なランダムノイズが挿入され、リッピングされた音楽ファイルの音質が悪くなるという挙動を確認した。これはすなわち、Sony BMGがリリースした音源だけでなく、他社製の通常の音楽CDのパソコンへのリッピング（コピー）をも妨害しようとするものだ。[*14]


  コンテンツの著作権を守るため、自社音源のコピーを防止するという目的ならまだ理解できるが、全く関係のない音楽CDのコピーまで妨害しようとするのは、明らかに行き過ぎた“コピー保護”対策であり、消費者の財産権を脅かす行為である。こんなことが許されるはずはない。


  さらに11月17日には、Sony BMGがXCPのCCCDを市場投入する以前に発売していたCCCD（コピー防止技術にSunnComm社の「MediaMax」を採用したもの）のアンインストールプログラムにも、XCPと酷似した重大なセキュリティホールを空ける挙動が確認されたのである。こちらの脆弱性はWindowsだけでなく、Macintoshにも影響を与えるということで、それまで対岸の火事であったMacintoshユーザーにも大きな衝撃を与えた。[*15]


  



  ■Sony BMG、XCP入りCCCDの全回収を発表するものの、集団訴訟が相次ぐ


  こうした問題が次々と頻発したことを受け、Sony BMGもようやく重い腰を上げる。11月11日にXCPのCCCDの生産を一時停止すると発表、16日にはすべてのXCP入りCCCD、52タイトルを回収すると発表した。[*16]


  しかし、既に市場に出回っているものを回収して済む問題ではない。現実問題として、CCCD経由で多くのパソコンにXCPがインストールされている。それによってパソコンに回復困難なセキュリティリスクが生まれ、再生している楽曲とIPアドレスといった個人情報が悪用される懸念も生まれる。さらには通常のCDをリッピングしてiPodなどの携帯デジタル音楽プレーヤーで楽しむことも妨害される……。


  問題山積みの「欠陥品」を売りつけたSony BMGに対する一般消費者の怒りは、回収程度では収まらなかったのは当然のことであろう。米カリフォルニア州の消費者による集団訴訟を皮切りに、テキサス州やマサチューセッツ州、オレゴン州、ニューヨーク州などの消費者が相次いで集団訴訟を起こし、EFFも損害賠償を求める訴訟を起こした。


  実は、こうした訴訟は米国だけでなく、カナダやイタリアといった米国以外の国でも起こされており、Sony BMGに対してトータルで20以上にも及ぶ訴訟が起こされている。[*17]


  ここで思い起こされるのが、1999年にテキサス州で起こされた東芝製ノートパソコンのフロッピーディスクドライブの不具合に対する集団訴訟だ。[*18] これは、同社製ノートパソコンに搭載されているフロッピーディスクドライブに不具合があり、メディアのデータを破壊する恐れがあるということで起こされた訴訟だったが、この不具合における現実的な「被害」はほとんどないということで、当初、東芝は徹底的に争う方針を見せた。しかし、結局のところこの裁判は和解に持ち込まれ、東芝は約1100億円という多額の和解費用を1999年度の決算で特別損失として計上した。


  今回のSony BMGの問題では、明らかにSony BMG側に非があり、また想定される被害もきわめて大きい。米国では懲罰的賠償制度があるため、多額の賠償金を支払わされる可能性もある。


  



  ■訴訟に対する和解案が提出されたが正式裁定は出ておらず、適用外訴訟も多数残る


  当然のことながら、Sony BMGは相次ぐ訴訟に対して“火消し”を図る。同年12月28日、マンハッタンの米連邦地方裁判所にこの問題に対する和解案が提出された。内容は以下の通りだ。


  （1）Sony BMGは、XCPのCCCDを購入した消費者に対して、コピー防止技術が含まれていない通常の代替CDを提供する。


  （2）上記代替CDとは別に、2種類のインセンティブから1種類を選択できる。1つは7.5ドルの現金に加え、200タイトル以上のリストからアルバムを1枚追加で無料ダウンロードできる権利（プロモーションコード）を得る。もしくは同リストの中から3枚のアルバムを無料ダウンロードできる権利を得る。


  また、MediaMax 5.0のCCCDを購入した消費者は、同じアルバムのコンテンツ保護されていないファイル（MP3形式）をダウンロードすることができ、さらに追加でもう1枚アルバムを無料ダウンロードできる権利を得る。MediaMax 3.0のCCCDを購入した消費者は、同じアルバムのコンテンツ保護されていないファイルをダウンロードできる権利を得る（インセンティブはなし）。


  その他、XCPおよびMediaMax入りのCCCDの生産中止や、XCPおよびMediaMaxにより引き起こされたセキュリティホールの修正パッチの提供、個人情報を収集しないということの第三者による証明、ライセンス合意書の規定の削除、コピー防止技術の開示やテスト、除去可能であることの保証など、様々な条項が盛り込まれた。


  この和解項目による保証は、2006年1月中旬から行われているが、正式な裁定はまだ下されていない。また、この「予備的和解」に達しているのは全米各地で行われた集団訴訟だけであり、カナダで起きた集団訴訟やイタリアのNPOである「ALCEI」から起こされた訴訟に関しては適用外だ。


  加えて、集団訴訟以外の各州司法当局による民事訴訟も適用外である。テキサス州では反スパイウエア消費者保護法という州法違反容疑で訴えられているほか、フロリダ州やニューヨーク州でも民事訴訟の準備中という情報もある（これらの詳細な情報はSonySuit.comという専門情報サイトにまとまっているので、興味のある方はそちらを参照されたい）。


  こうした一連の流れを見ていると、一般消費者による集団訴訟は何とか乗り切ることができそうだが、最終的な“手打ち”となると、まだまだ先が見えない状況といえるのではないだろうか。[*19]


  



  ■パソコンを使った音楽CDのコピー増加がレコード会社のCCCDへの取り組みの要因


  今回の一件で、Sony BMGという会社はすっかりと音楽ファンを敵に回してしまった。しでかしたことの大きさから考えれば当たり前のことではあるのだが、なぜSony BMGはこうしたリスクをまったく理解せず、稚拙なコピー防止技術を採用してしまったのだろうか？　この点が、今回の問題における最大のポイントだろう。


  その理由を理解するには、ここ数年の音楽業界がどのようにしてCCCDを登場させてきたのか、その“歴史”をおさらいすることで見えてくる。以下では、その理由を具体的に解説してみよう。


  CCCDが登場することになった最大の要因は、間違いなく「パソコン（PC）」にある。CCCDそのものが、「パソコンを使ったリッピングやデジタルコピーを防止する」ことを目的としているのだ。


  その背景には、パソコンを使った音楽CDのデジタルコピーには、一切制限がかけられていないということが挙げられる。Windows 98搭載のパソコンが登場する頃から、CD-Rドライブの普及に伴って、音楽CDのデジタルコピーが簡単に作れるようになった。また、ちょうどその頃、音楽CDからMP3形式のファイルに変換する行為（リッピング）が、音楽好きのパソコンユーザーを中心に定着し、同時期に今の「iPod」などの元祖的存在ともいえる携帯デジタルプレーヤー「Rio」などが登場した。[*20]


  1999年にはファイル交換ソフトの元祖である「Napster」が登場。これにより、インターネットでは音楽CDからリッピングしたMP3ファイルが無料（違法）でネット上に流通することとなった。[*21]


  90年代後半、レコード会社を中心とする音楽産業は、全世界的に非常に隆盛を誇っていた。米国や日本のレコード生産金額は過去最高を誇っていたのだ。ところが、97年〜98年をピークに、音楽CDの生産金額が右肩下がりで落ちていく。


  音楽CDの売り上げが下がった理由は、DVDや携帯電話のコンテンツビジネスの登場や、“売れ筋”アーティストが消費者に飽きられたことなど、様々な複合要因が考えられたが、レコード会社はCD-RやMP3、そしてファイル交換ソフトなど、「パソコンにすべての原因がある」と考えた。だからこそ、欧米のレコード会社はMP3プレーヤー（Rio）やNapsterが登場した直後から大規模な訴訟を起こして、そうしたデジタル音楽の芽を潰そうとしてきたのである。[*22]


  しかし、いくら訴訟を起こしても、CD-Rを搭載したパソコンがなくなるわけではなかったし、Napsterを訴訟で“潰した”後も、似たようなファイル交換機能を持つソフトは後を絶たなかった。コンテンツの著作権を守ることで商売をしているレコード会社にとって、消費者がお金を払わず自由に音楽をコピーしている状況は許せるものでなかったのだ。


  そこでレコード会社は、音楽CDに「鍵」をかけることを思いつく。2000年前後という時期は、オンラインでのコンテンツビジネスが本格的に注目され始めた頃で、DRM（デジタル著作権保護、著作権保護）技術を開発するベンチャー企業も多かった。レコード会社は、音楽CDにコピー防止機能を加える技術を持ったベンチャーにアプローチしたのである。[*23]


  



  ■欧米に続き日本でもCCCDが登場　米国では消費者の大きな反発に


  CCCDが最初に注目されたのは、2000年のことだ。当時、欧州でもっとも音楽の違法コピーが問題視されていたドイツのBMGが、約10万枚のCCCDを「市場テスト」という形で販売した。ところが出荷してまもなく、購入者からカーステレオや普通のCDプレーヤーで正常に再生できないという苦情が相次ぎ、出荷されたCCCDの3〜4％は実際に返品された。


  その後、BMGは何度かテストを重ねた上で、2001年にかけて人気アーティストの作品をCCCDとして発売した。しかし、それらはいずれも消費者からの苦情を受け、消費者に対して通常の音楽CDに交換することを余儀なくされた。


  このときBMGが採用したコピー防止技術は、イスラエルのMIDBAR社（現在は米国のMacroVision社に買収された）の「CDS-100」というものだった。CDSはMacroVision社が現在も開発を続けており、大手レコード会社のEMIはCDSの最新バージョンを使ったCCCDを現在でもリリースしている。


  一方、世界一の音楽市場を誇る米国でCCCDが登場したのも、ドイツと同じ2001年だった。ただし、米国の場合は正式な市場投入ではなく、CCCDであることを消費者に知らせず市場テストを行っていたのだ。


  具体的には、2001年末に大手レコード会社のUniversalがCDS-100の次期バージョン（第2世代）である「CDS-200」を採用したCCCDを正式に市場投入。これを受け、EMIやWarnerといった大手メジャーが相次いで、「ここ1〜2年の間にすべてのタイトルをCCCD化する」という発表を行った。当時の音楽業界の動きを見る限り、CCCD導入は全世界的な潮流になるはずだった。


  ところが、消費者の意見が強い米国では、こうしたレコード会社の動きに大きな反発が生じた。その結果、2002年以降になっても、なかなかCCCDタイトルが増えなかったのである。


  



  ■日本でも一部を除いてCCCDがなくなる　主流になったCCCDに対する消費者の不満感


  米国とは対照的に、日本や欧州ではCCCDのタイトル（コピー防止技術としては、ほとんどがMIDBARのCDS-200を採用）が次第に増えていった。日本で初めて


  CCCDが登場したのは、2002年3月のこと。エイベックスがCDSを採用したCCCDを市場投入し、東芝EMIやソニー・ミュージックエンタテインメント（SME）、ビクターエンタテインメントなどがこれに続いた。


  しかし、CDSを採用したCCCDは、パソコンではない通常の音楽CDプレーヤーで音飛びしたり、再生できないという不具合が頻発。しかも、コピー防止効果はほとんどない（市場に出ているパソコンのCDドライブのうち、3割程度しかリッピングを防止することができなかった）というお粗末ぶりで、結果的に消費者から大きな反感を買うこととなる。


  2004年秋には、CCCDを積極的にリリースしていたエイベックスとSMEがCCCDの発売を中止 [*24] （なお、エイベックスは現在でも一部の商品をCCCDでリリースしている。国内で継続的にCCCDをリリースしているのは東芝EMIだけである [*25] ）。これによって日本でCCCDが問題視されることはほとんどなくなった。


  一方、米国でも、2004年夏、CCCDを巡る状況に変化が訪れる。


  今回の集団訴訟で返品対象となったMediaMax 3.0を採用したCCCDのアルバムが、全米チャート1位を獲得したのだ。MediaMax 3.0は、あらかじめCCCD内にWindows Media Audio（WMA）対応音楽プレーヤーに転送可能な楽曲データが入っていた。コピーを防止しつつ、携帯デジタル音楽プレーヤーへのフォローも行うという「第3世代のCCCD」がここで登場することとなった。実はXCPも、こうした流れで登場した第3世代のCCCDである（XCPは英国のFirst 4 Internet社が開発した技術だ）。


  CDSの開発メーカーであるMacroVisionは、現在、第3世代であるCDS-300のCCCDをEMIとタッグを組んで継続的にリリースしている。EMIはMicrosoftと提携して、Windows XPの次期OS「Windows Vista」に強力なコピー防止機能を内蔵させることを表明しており、レコード会社の中でもっとも強硬にCCCDを推し進めている。[*26]


  今回のrootkit騒ぎでCDS-300がやり玉に挙がることはなかったが、CCCDそのものに対して消費者が強い不満感を持ったことは間違いない。EMIとMacroVisionがいつまでCDS-300を継続させるのか（また、CDS-300の内部に「火種」がないのか）注目されよう。


  いずれにせよ、レコード会社は常に「音楽CDのデジタルコピーは何とかしなければ！」と思っているのだ。パソコンに対する、いわば“積年の恨み”かもしれないが、これはある種、偏執的と言えるのではないだろうか。今回のことで大きな痛手を負ったソニー自体も、まだCCCDを完全にあきらめたわけではないと思われる。他ならぬストリンガー氏が、CESの基調講演で消費者のニーズとアーティストの権利の間でうまくバランスを取っていかなければならないという発言をしているからだ。


  



  ■消費者はますますパソコンで音楽を楽しむ方向に　ユーザーニーズ無視のレコード会社に問題


  最後に企業におけるリスクマネジメントという視点から、今回の問題の本質をまとめてみたい。


  Sony BMGがしくじった最大の点は、音楽ファンの“財産権”を姑息（こそく）なやり方で踏みにじったことに尽きるだろう。コンテンツビジネスをしている以上、アーティストやレコード会社の権利を重要視するのは当然のことだ。しかし、それを追求するがあまり、正規に購入している「顧客」に対しても、被害を及ぼしかねない技術を採用するという方法論はほめられたものではない。


  特に現在は、アップルコンピュータがiTunes Music Storeという「合法」の音楽配信ビジネスを成功させ、それの受け皿となるiPodは2005年だけで約3200万台も売れているのだ。[*27] 消費者が急速にパソコンを使って音楽を楽しむ方向にシフトしているのにもかかわらず、Sony BMGは自分たちの既得権益を守ることにこだわり、そうしたニーズをすべて無視したやり方を強引に進めてしまった。


  数々の訴訟にかかる費用が最終的にいくらぐらいになるかは見当も付かないが、顧客をないがしろにして反感を持たれるくらいなら、これらの費用を新規アーティストの発掘やアーティストの作品作り、デジタル音楽販売のインフラ整備などに充てた方がよほど建設的だったのではないか。


  今回のrootkit問題は、企業のセキュリティ・リスクマネジメントという問題以上に、コンテンツビジネスにおけるユーザーニーズと著作権保護の“しきい値”をどこに置くかという経営判断の問題だったといえるのかもしれない。


  



  [*1] http://web.archive.org/web/20060309032219/http://it.nikkei.co.jp/digital/special/ces2006.aspx?i=20060106en004en


  [*2] http://ja.wikipedia.org/wiki/Extended_Copy_Protection


  [*3] http://blogs.technet.com/b/markrussinovich/archive/2005/10/31/sony-rootkits-and-digital-rights-management-gone-too-far.aspx


  [*4] http://www.f-secure.com/weblog/archives/00000691.html


  [*5] http://www.atmarkit.co.jp/fwin2k/insiderseye/20051109rootkit/rootkit_01.html


  [*6] XCPが埋め込まれたCCCDは、Sony BMGが回収を決めた2005年11月中旬頃までは、日本の輸入盤を扱うCDショップや、ネット通販のAmazonなどで普通に販売されていた。日本のレコード会社がディストリビューションを行った輸入盤に関しては、CCCDであることを示すシールが貼られているので分かりやすいが、並行輸入のものに関しては分かりにくいケースも。XCPの全52タイトルやrootkitのアンインストール情報はソニー・ミュージックジャパンインターナショナル（SMEJ）のサイト上で確認できるようになっていた。


  http://web.archive.org/web/20051124235316/http://www.sonymusic.co.jp/xcp/list.html


  日本でのXCP入りCCCDの販売実績は約5万枚とのこと。


  [*7] XCPのCCCDをパソコンのCD-ROMドライブなどに挿入すると、長文のライセンス合意書（EULA）が記載されたインストール画面が立ち上がる。


  http://www.nikkeibp.co.jp/sj/2/special/img/103_img03.jpg


  ここで「Agree」（合意）にチェックを入れ、インストールを行ってしまうと、rootkitがパソコンにインストールされOS（Windows）が書き換えられてしまう。


  [*8]http://blogs.technet.com/b/markrussinovich/archive/2005/11/04/more-on-sony-dangerous-decloaking-patch-eulas-and-phoning-home.aspx


  [*9] http://w2.eff.org/IP/DRM/Sony-BMG/settlement_faq.php


  [*10] http://web.archive.org/web/20051125191310/http://www.itmedia.co.jp/news/articles/0511/21/news020.html


  [*11]http://slashdot.jp/story/05/11/12/1129225/SONY-BMG%E8%A3%BDCCCD%E3%81%ABLAME%E3%81%AE%E3%82%BD%E3%83%BC%E3%82%B9%E3%82%B3%E3%83%BC%E3%83%89%E3%82%92%E7%9B%97%E7%94%A8%E3%81%97%E3%81%9F%E7%96%91%E3%81%84


  [*12]http://slashdot.jp/story/05/11/12/1129225/SONY-BMG%E8%A3%BDCCCD%E3%81%ABLAME%E3%81%AE%E3%82%BD%E3%83%BC%E3%82%B9%E3%82%B3%E3%83%BC%E3%83%89%E3%82%92%E7%9B%97%E7%94%A8%E3%81%97%E3%81%9F%E7%96%91%E3%81%84


  [*13] http://www.weblio.jp/content/LGPL


  [*14] http://japan.cnet.com/news/sec/20090581/


  [*15] http://www.itmedia.co.jp/news/articles/0511/18/news056.html


  http://www.itmedia.co.jp/news/articles/0511/21/news006.html


  [*16] http://japan.internet.com/webtech/20051117/12.html


  http://internet.watch.impress.co.jp/cda/news/2005/11/16/9879.html


  [*17] http://www.itmedia.co.jp/news/topics/xcp.html


  [*18] http://pc.watch.impress.co.jp/docs/article/991029/toshiba.htm


  [*19] 集団訴訟の和解条項から、Sony BMGの損失を仮に計算してみよう。現在市場に出回っているXCPのCCCDが約210万枚。半数のユーザーが「返品交換＋現金＋ダウンロード」のインセンティブを選択した場合、7.5ドル＋6ドル（音楽配信における米国の一般的なアルバム価格9.99ドルからレコード会社の管理手数料などを引いたおおよその数字）に110万枚をかけた金額が和解にかかる費用ということになる。この場合だと、XCPで1485万ドルということになる。ユーザーにとってもう1つのインセンティブ・オプションであるアルバムダウンロード×3枚分を選んだ場合、持ち出しの現金は少なくなるが、損失額は大き


  くなる。一方、MediaMaxの場合、1枚アルバムを無料ダウンロードが付くMediaMax 5.0がどれだけ出荷されているかによっても変わってくるが、仮に50万枚で約300万ドル程度かかる。


  この和解案は2006年5月22日、米連邦裁判所によって最終承認された。


  http://www.itmedia.co.jp/news/articles/0605/23/news017.html


  同年12月20日にSony BMGは米カリフォルニア州の損害賠償訴訟で75万ドルを消費者団体などに支払うことで和解。翌々日となる2006年12月22日には、米マサチューセッツ州など40州と425万ドルを支払うことで和解。Sony BMGにとっては「高い授業料」となった。


  [*20] http://pc.watch.impress.co.jp/docs/article/981214/rio.htm


  [*21] http://web.archive.org/web/20000622100827/http://www.zdnet.co.jp/news/0004/24/arnold.html


  [*22] レコード会社によるMP3系サービスへの訴訟については本間忠良氏による「ネット音楽とアナルコ・キャピタリズム」という論文に詳しい。デジタル音楽を考えるうえで必読のテキストになっているので、時間がある人はぜひご一読を。


  http://www17.ocn.ne.jp/~tadhomma/AnarchoMusic.htm


  [*23] このあたりの経緯は、米国Pew Internet & American Life Projectによる、Napsterの登場が世界の音楽配信サービスにどのような影響を与えてきたのかまとめたレポートに詳しく掲載されている。


  http://www.pewinternet.org/Reports/2009/9-The-State-of-Music-Online-Ten-Years-After-Napster.aspx


  [*24] http://plusd.itmedia.co.jp/lifestyle/articles/0409/17/news027.html


  http://av.watch.impress.co.jp/docs/20040930/sme.htm


  [*25] 東芝EMIは日本のメジャーレコード会社としては唯一CCCDを発売し続け、2005年には「セキュアCD」という新しい方式を採用したCCCDをリリースしたが、2006年の6月以降は発売を見合わせるようになり、静かにCCCDから撤退した。同年12月には東芝が音楽コンテンツ事業から撤退を表明し、EMI株を全て売却。EMIはその後EMIミュージック・ジャパンとして継続することとなった。


  [*26] 結果的にアンチCCCDの波はレコード会社が想像するよりも大きく、またWindows Vistaが当初の計画より縮小されてリリースされた余波などもあり、VistaでCCCDが推進されることはなかった。


  [*27] iPod発売から10周年を迎えた2011年9月末時点でiPodシリーズの累計出荷台数は3億台を超えた。2003年に始まったダウンロード音楽販売サービス「iTunes Music Store（現iTunes Store）」では、2011年9月時点で累計160億曲を販売している。

  


  《コメント》


  vol.38の本コーナーではなぜEMIがDRMフリーに踏み切ったのか、その背景を解説する記事を掲載しました。本稿はその前提として、音楽にDRMをかけることに躍起になっていた米国の音楽業界がいかにしてDRMをあきらめざるを得なくなったのか、その一部始終が書かれています。


  今回採録するにあたり、注釈を細かく探していったのですが、10年前の情報だと消えているページも多く、注釈情報を探すのに苦労しました。こういう記事を作ると「インターネットはアーカイブされるものだから、記事は保存しておかなくてもいい」という考え方がいかに間違っているかよくわかりますね。注釈の [*22] [*23] で紹介した2つの参考記事は、今読んでも非常に多岐にわたる示唆を与えてくれる良記事です。こうした問題に興味がある方はぜひお読みになることをオススメします。


  今週の原発情報クリッピング〔7月9日〜7月22日〕

  


  ここ1週間で話題になった原発・放射線に関するニュースの中から、特に注目すべき、読んでおきたいニュースを、アシスタントの小嶋裕一（@mutevox）が紹介します（※ニュースのリンクはリンク先の都合によりリンク切れになっていることがあります）。〔毎号配信〕


  


  ※こちらのコンテンツは有料版（http://www.neo-logue.com/mailmag/index.html）に掲載されています。



  東日本縦断ロードムービー「おくの細道2012」についてのお知らせ

  


  この2月、ネオローグ一行で東北取材に行きました。その時に捉えた被災地の映像をもとに、僕のアシスタントの小嶋裕一（@mutevox）が監督し、東日本縦断ロードムービー「おくの細道2012」のDVDを制作しました。このコーナーでは、そのDVDに関する情報を期間限定で掲載していきます。〔不定期配信〕


  


  こんにちは、監督の小嶋です。今週は3つご報告があります。


  ◆7月4日、「おくの細道2012」上映＆シンポジウム「東北と日本の明日を考える」を開催しました


  7月4日、渋谷アップリンク・ファクトリーにて「おくの細道2012」劇場特別版上映＆シンポジウムを行いました。シンポジウムのテーマは「東北と日本の明日を考える」。司会に津田大介、ゲストに社会学者の開沼博氏と本作共同監督の金田浩樹氏を迎えて語り合いました。多くの方にお越しいただき、会場はほぼ満席となりました。シンポジウムのもようは、ニコニコ生放送プレミアム会員の方なら、アーカイブでご覧いただけます。


  ◯ニコニコ生放送アーカイブ：


  http://live.nicovideo.jp/watch/lv98723320


  ◆7月16日、「UstToday」vol.115に出演しました


  毎週月曜21時からのUstream番組「UstToday」に7月16日、出演しました。「おくの細道2012」の共同監督・金田浩樹氏とともに作品の裏話などをじっくり語っています。視聴者プレゼントの「おくの細道2012」サイン入りDVDには、応募が殺到。番組終了後、司会の三上洋さんたちにもDVDをお買い上げいただきました。


  ◯Ustreamアーカイブ：


  http://www.ustream.tv/recorded/24035566


  ◆7月29日からの「大地の芸術祭スペシャル」で「おくの細道2012」が上映されます


  新潟県で7月29日より9月17日まで開幕される国際芸術祭「第5回大地の芸術祭・越後妻有（えちごつまり）アートトリエンナーレ」（ http://www.echigo-tsumari.jp/ ）。この芸術祭の一環として、十日町の映画館「十日町シネマパラダイス」では「大地の芸術祭スペシャル」と題し、期間中の金・土曜日にさまざまな映画が上映されます。「おくの細道2012」もその中の一つに選ばれました！ 詳しいスケジュールは十日町シネマパラダイスのホームページ（ http://www.t-cinepara.com/ ）をご覧ください。8月4日の上映回では終了後、共同監督の金田浩樹氏がトークを行います。会場ではDVDの販売も行っておりますので、ぜひこの機会に足をお運びください。

  


  「おくの細道2012」DVDは、こちらから通信販売でお求めいただけます！


  ■販売価格


  1000円（税込）※別途送料がかかります


  ■オンラインショップ


  ・名刺入れ専門店【mgnet】楽天市場店（クレジットカード、コンビニ決済、銀行振込、代金引換、楽天バンク決済、Edy決済）


  http://item.rakuten.co.jp/cardcase-mgnet/nl-0012-0101#cart


  ・名刺入れ専門店【mgnet】Amazonマーケットプレイス（クレジットカード）※「出品者からお求めいただけます。」のリンクから「mgnet」のストアをお選びください。


  http://www.amazon.co.jp/gp/product/B0085GP7WW


  ・「おくの細道2012」公式サイト（PayPal、クレジットカード）


  http://okuno-hosomichi.tumblr.com/Buy


  ・KINOKUNIYA BookWeb（クレジットカード、代引、紀伊国屋ギフトカード）


  ※1,500円（税込）以上のお買い上げで送料無料です。


  http://www.kinokuniya.co.jp/nb/bw/special_products/okunohosomichi/index.html


  ■店頭での取り扱い


  全国の紀伊國屋書店旗艦店、東京・代官山の蔦谷書店、外苑前のワタリウム美術館、ヴィレッジヴァンガード高円寺店、西日暮里の古書ほうろう、渋谷のUPLINK FACTORYの店頭でも販売を行っています。詳しくは


  （ http://okuno-hosomichi.tumblr.com/post/22438079360/20 ）をご覧ください。

  


  ◆「おくの細道2012」感想募集中！


  ツイッターのハッシュタグ #okuhoso に、たくさんの感想をお寄せいただいています。本メルマガでもみなさまの感想を募集し、このコーナーで紹介させていただこうと思います。以下のフォームから、どしどしお寄せください！


  http://bit.ly/INNGZM


  津田大介のデジタル日記〔7月9日～7月22日〕

  


  ツイッターでは書ききれない、いろいろな日常の記録やその時感じた思いをこちらに書いていきます。〔毎号配信〕


  


  ※こちらのコンテンツは有料版（http://www.neo-logue.com/mailmag/index.html）に掲載されています。



  140字で答えるQ&A


  


  読者の方からのあらゆる質問に、できるだけ140字以内で答えていきます。質問は 140qa@neo-logue.com までどうぞ。質問の受付は、一号につきお一人様一問まで（400字内）とさせていただきます。受付は毎週木曜正午締めです。なお、すべての質問に回答できるとは限りませんので、あらかじめご了承ください。いただいた質問は書籍やウェブサイトなどで二次利用させていただく可能性があります。〔毎号配信〕



  ※津田大介が7月30日から2週間ほど入院する関係で、「140字で答えるQ&A」への質問募集を一時停止いたします。募集再開は8月13日からとさせていただきます。


  


  ※こちらのコンテンツは有料版（http://www.neo-logue.com/mailmag/index.html）に掲載されています。



  メディア・イベント出演、掲載予定〔7月26日〜8月26日〕

  


  この先のメディア・イベント出演、掲載予定です。★は今号から掲載された新規情報です。〔毎号配信〕

  


  ※こちらのコンテンツは有料版（http://www.neo-logue.com/mailmag/index.html）に掲載されています。



  MIAUからのお知らせ

  


  僕が代表理事を務めるインターネットユーザー協会（MIAU）から、最新情報をお伝えします

  


  こんにちは。メルマガスタッフでMIAU事務局長の香月です。今週はニュースクリッピング形式でお送りします。


  ■著作権法利用者の声を、もっと（朝日新聞）


  http://www.asahi.com/news/intro/TKY201207220415.html


  ■朝日の社説（shiraist's blog）


  http://shiraist.hatenablog.com/entry/2012/07/23/234101


  朝日新聞が社説で著作権に関する内容を書きました。朝日新聞がこのような社説を発表することは、非常に意味があることだと思います。現在は朝日新聞デジタルの会員しか全文を読むことができませんが、非会員の方はshiraistさんのブログで朝日新聞の今回の社説を引用していますのでどうぞ。それだけでなく、これまで新聞の社説で違法ダウンロード刑罰化に関する内容を取り上げたものを紹介してくださっています。


  ■はたともこ参議院議員（国民の生活が第一）ツイッター


  https://twitter.com/hatatomoko/status/227683646209941504


  「国民の生活が第一」のネット担当のはたともこ議員のツイートです。先日このコーナーでMIAUが提案した質問主意書をご紹介しましたが、現在森ゆうこ議員とはたともこ議員が連名での提出の準備をしてくださっています。先日お見せした内容にTPPにおける著作権分野などを加えた形の大規模な質問主意書になる模様です。回答する官僚の人は大変だと思いますが、ぜひ頑張って回答していただきたいと思います。


  ■ACTAノート（山田奨治 BLOG）


  http://yamadashoji.blog84.fc2.com/blog-entry-577.html


  このコーナーで何度も取り上げているACTA。「もう耳タコだよー」という方もいらっしゃると思いますが、それだけ世界中で非常に注目されている条約だと感じていただければ幸いです。ACTAの懸念点について情報学者の山田奨治先生が解説してくださっています。必読。


  ■音楽権利者らが提供する新たな違法音楽配信対策「Fluzo-S」の本質（CNET Japan）


  http://japan.cnet.com/news/business/35019341/


  違法ダウンロード刑罰化に反対して政府や政党のウェブサイトを攻撃していたアノニマスですが、近々また攻撃の予定があるもよう（ https://twitter.com/op_japan/status/226757009624670209）です。今回は3つのウェブサイトを攻撃するとしていますが、どこを攻撃するかはまだ明かされていません。さてそのアノニマスの攻撃、違法ダウンロード刑罰化に反対して攻撃していると思われていますが、しかし実はそれだけではないんです。日本音楽著作権協会（JASRAC）や日本レコード協会（RIAJ）が開発した、違法音楽ファイルを特定するプログラムについても同時に反対しています。それがこの記事で取り上げられている「Fluzo-S」です。、ホスティングサービスのサーバにこのプログラムを組み込むことで、違法ファイルを検知することができるという仕組みです。インターネット接続プロバイダ（ISP）のサーバに組み込むわけではないので、行動ターゲティング的に通信の傍受をするものでは（一応）ありません。このプログラムの使用料は月5万円で、上記記事で「厳正な削除作業を進めていただくための手段として、安価にシステムを提供しますというのが我々の姿勢」とJASRAC業務本部副本部長の小島芳夫氏は述べていますが、果たしてほんとうにそれが正しいのでしょうか……。


  ■最高の土管が欲しい（漢（オトコ）のコンピュータ道）


  http://nippondanji.blogspot.jp/2012/07/blog-post.html


  思わず「うんうん！そうだ！」と同意してしまう良エントリーです。SIMロックフリー端末の利用を阻害するいわゆる「IMEI規制」や、いわゆる「ガラスマ」にプリインストールされている削除できないアプリケーションをバッサリと断じています。僕らが携帯電話を契約するのはアプリケーションを使いたいからではなく、単純に通信をしたいからですよね。そこに変な規制を設けてしまうキャリアって、なんかおかしいですよね？ 今回のエントリーだけでなく、このブログは全体的に熱い内容なので是非RSSに登録を。


  ■ソーシャルメディアの社会学 第3回


  ソーシャルメディアとジャーナリズムの関わり 八田真行インタビュー（大修館書店　WEB国語教室）


  http://www.taishukan.co.jp/kokugo/webkoku/relay003_03.html


  大修館書店さんのサイト上で展開しているMIAUの連載の第3回です。今回はMIAU幹事会員で経営学者の八田真行さんにソーシャルメディアとジャーナリズムについて語っていただきました。データジャーナリズムについて解説しています。どうぞよろしくお願い致します。


  速水健朗の「本を読まない津田に成り代わってブックレビュー」《第23回》

  


  あまり本を読まない僕の代わりに、本好きで知られる編集者／ライターの速水健朗さん（@gotanda6）がおすすめの本を紹介する書評コーナーです。〔毎号配信〕

  


  ◆商店街とショッピングモール、滅びるのはどっちだ？


  [Amazonで購入]


  →『商店街はなぜ滅びるのか　社会・政治・経済史から探る再生の道』新雅史（光文社新書）


  http://www.amazon.co.jp/exec/obidos/ASIN/4334036856/tsudamag-22


  



  今回取り上げる本は、社会学者の新雅史氏が書いた『商店街はなぜ滅びるのか　社会・政治・経済史から探る再生の道』（光文社新書）です。せっかくなので、ショッピングモール擁護派である僕の立場から、この本を論じてみたいと思います。


  著者の新氏は、本書を次のように始めます。3.11後、宮城県石巻市でボランティアたちが商店街の復興に立ち上がった例を引いて商店街の“希望”を明示する一方、宮城県多賀城市のショッピングモールエリアでは「泥だらけのショッピングカートが放置されたままだった」としてモールの“暗黒”を暗示する。


  ここはいきなり反論したい部分です。なぜ著者は、同じ石巻市でも「イオンモール石巻」[*1] のほうに足を向けなかったのか。2500人の近隣住民がそこを避難所に生活を送る [*2] というモールの“希望”的側面を見出すことができたのに！


  とはいえ、ここは細部にすぎません。本書の主題は、商店街に“希望”を見つけ出すことではなく、日本の近代化において駅前商店街が果たした役割をあぶり出すというものです。


  まずこの本は、商店街は「近代の発明」であると主張します。「現代の商店街こそ、平安時代や室町時代から脈々と受け継がれてきた商人・商店の歴史を引き継ぐ存在である」と言われることがありますが、著者はそれを否定しているというわけです。


  では、商店街はいつ・どのようにして生まれたのか。


  商店街が成立したのは、第一次世界大戦後から1920年代にかけてだと著者は説明します。商店街を構成する小売業者は、もともと世帯単位で農村から都市部へと流入した人々でした。その流入層を社会が包摂し、「中間層として社会秩序に統合する」ために零細小売業者が生まれたのだといいます。


  この零細小売業者たちが連帯して商店街になっていくその背景には当時、小売業の花形であった百貨店の大衆化がありました。これに脅威を感じた零細小売業者たちは、防衛手段を考えます。そして、同業種で効率的な流通経路を押さえる「協同組合」を設立したり、地元同士の商店が連帯したりして、「商店街」が形成されていきました。1937年には、こうした零細小売業者たちを百貨店から保護する目的で「百貨店法」が整備されます。


  僕のようなショッピングモール擁護派からすると、地元商店街は常に法規制によって過剰に保護されてきたように映ります。「百貨店法」に始まり、1973年の「大店法」、そして2006年に改正された「まちづくり三法」に至るまで、地元商店街は規制によって保護の対象にされてきました。本書ではもっと詳細に触れていますが、こうした規制による保護が商店街を成立させてきた張本人であるというのは事実です。


  たとえばお酒はかつて「酒類販売業免許制」で規制されていた関係で、商店街にあるような酒屋でしか手に入らないようになっていました。これが1989年に規制緩和されて以降、コンビニや量販店でも扱われるようになっていきます。これを機に缶ビールなどの価格は急激に下がり、家庭向けのビール市場は大幅に拡大しました。ポテンシャルのあった商品の市場が、規制によって押さえ込まれていたのです。もっとも割を食っていたのは消費者です。零細小売業者たちの保護の名目のもと、高いビールを飲まされていたのですから。地元商店街を規制で守っていたのは、ここを支持基盤のひとつにしていた自民党でした。


  こうした地元商店街の既得権を批判する向きに対し、新氏は次のように反論します。商店街を保護する規制は、「総力戦体制」の「経済統制」という要請のもとで生まれたものである。このような商店街誕生の経緯や過剰な保護が始まったきっかけを抜きにして、商店街の既得権益だけを取り上げて責めることはできないのだこれが新氏の主張です。


  本書は、商店街の成立、その社会的背景、社会階層、その保護の必然性などを解き明かしながら、日本の近代化の特徴的な面を提示していきます。


  ここから先は筆者である僕・速水のステマの領域になります。つい先ほど校了した8月10日に出る僕の新刊『都市と消費とディズニーの夢　ショッピングモーライゼーションの時代』（角川oneテーマ21）[*3] では、ショッピングモールが生まれた社会的背景、その理念、それを支持した階層を解き明かすという形式を取っています。つまり、新氏の『商店街はなぜ滅びるのか』と同じアプローチです。


  商店街の理念や歴史を知らずに「既得権益」だなんて批判するなという新氏の気概は、本書からよく伝わってきます。そして僕の新刊もまさに、ショッピングモールの理念や歴史を知らずに「ショッピングモールが商店街を駆逐した」なんて語るなという気概に溢れたものになっているはずです。


  新氏の本と僕の本は、かなり真っ向から衝突するものです。そりゃそうですね。僕は「ショッピングモールが商店街を駆逐した」という新氏の説に、真っ向から反論していますし。


  とはいえ、両者には共通点もあります。それは、都市の機能不全を見つけ出し、新しい手法で回復していけばいいという部分です。商店街とモールそれぞれのいい面を持ち寄って、新しい都市をつくっていけばいい。僕らの本は、そこにおいて歩み寄れるように思います。


  とはいえ、連帯を考える前に一度はガツンとぶつかり合うべきかもしれませんね。「商店街vsショッピングモール」で！


  



  [Amazonで購入]


  →『商店街はなぜ滅びるのか　社会・政治・経済史から探る再生の道』新雅史（光文社新書）


  http://www.amazon.co.jp/exec/obidos/ASIN/4334036856/tsudamag-22


  



  [*1] http://www.aeon.jp/sc/ishinomaki/


  [*2] http://www.bloomberg.co.jp/news/123-LJA98S1A74E901.html


  [*3] http://www.amazon.co.jp/exec/obidos/ASIN/404110307X/tsudamag-22

  


  ▼速水健朗（はやみず・けんろう）


  1973年生まれ。石川県金沢市出身。フリーランス編集者／ライター。パソコン雑誌の編集を経て、2001年よりフリーランスに。雑誌や書籍の企画、編集、執筆などを行う。主な分野は、メディア論、書評、ショッピングモール、都市論、ビジネス系取材など。『思想地図β vol.1』のショッピングモール特集も監修した。最近は朝日新聞の書評欄「売れてる本」の評者を持ち回りで担当。主な著書に『タイアップの歌謡史』（洋泉社新書）、『自分探しが止まらない』（ソフトバンク新書）、『ケータイ小説的。』（原書房）、『ラーメンと愛国』（講談社現代新書）、共著書に『バンド臨終図巻』（河出書房新社）、『団地団 ベランダから見渡す映画論』（キネマ旬報社）など。TBSラジオ「文化系トークラジオLife」にレギュラー出演中。この4月から始まったNHKの番組「NEWS WEB 24」に、木曜日担当のナビゲーターとして出演中。8月10日、新著『都市と消費とディズニーの夢　ショッピングモーライゼーションの時代』（角川oneテーマ21）を刊行予定。


  ブログ：【A面】犬にかぶらせろ！　http://www.hayamiz.jp/


  ツイッターID：@gotanda6


  @sammy_sammyの週刊有料メルマガレビュー《第18回》

  


  僕の高校時代からの友だちで、ツイッターで有料メルマガのレビューを行っている@sammy_sammy。彼が購読中の有料メルマガの中から、面白かったものを毎週取り上げ、その内容をレビューします。購読する有料メルマガは随時増やしていく予定です。〔毎号配信〕


  


  ※こちらのコンテンツは有料版（http://www.neo-logue.com/mailmag/index.html）に掲載されています。



  プレゼントコーナー

  


  読者プレゼントのコーナーです。〔毎号配信〕

  


  ※こちらのコンテンツは有料版（http://www.neo-logue.com/mailmag/index.html）に掲載されています。



  ネオローグユニオン

  


  僕のアシスタントの香月啓佑（@kskktk）と小嶋裕一（@mutevox）によるオフトークです。〔毎号配信〕。

  


  ※こちらのコンテンツは有料版（http://www.neo-logue.com/mailmag/index.html）に掲載されています。


  


  
    	Web：http://xtc.bz/


    	Twitter：http://twitter.com/tsuda


    	Facebook page：http://www.facebook.com/daisuke.tsuda


    	Google+：http://plus.google.com/107266595111301357110


    	Ustream：http://www.ustream.tv/user/tsuda


    	Tumblr：http://tsuda.tumblr.com/


    	Flickr：http://www.flickr.com/photos/xtcbz


    	YouTube：http://www.youtube.com/user/xtcbz


    	Klout：http://klout.com/tsuda
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  □ 発行責任者：津田大介（@tsuda）


  □ 編集：松本香織（@tekitoeditor）


  □ スタッフ：小嶋裕一（@mutevox）、香月啓佑（@kskktk）、相馬拓郎、岸良ゆか（@youdende）


  ※本メルマガに掲載される記事の著作権は（対談など一部のコンテンツを除き）発行元及び発行責任者に帰属します。記事の引用、転載、雑誌掲載などは事前連絡なくご自由に行っていただいて結構ですが、引用については公正な慣行、転載については常識の範囲内でお願いできれば幸いです。引用、転載、雑誌掲載いずれの場合も、本メルマガのコンテンツを利用される場合は出典を付記するようお願いいたします。


  ※このメルマガの発行日は第1〜第4水曜日です。ゴールデンウィーク、お盆、年末年始には、適宜、合併号を発行します。なお、取材期間などの関係で不定期に休刊することがあります。

